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は じ め に

皆様には、日頃より対馬市のまちづくりにご支援、ご協

力を賜り、厚くお礼を申し上げます。

本市では、平成１６年３月の６町合併以来、“対馬はひ

とつ”を合言葉に、対馬市総合計画を策定し、まちづくり

のための様々な取り組みを行っております。また、“まちづくり”は、市民

と行政が一体となり、協働で取り組むべきとの考えから、平成２１年度から

地域マネージャー制度を導入し、共に汗を流しながら、まちづくりを進めて

いるところです。

この冊子は、市民の皆様からいただいた貴重な税金などを、どのように使

い、どんな事業を展開しているか、ご理解いただくために作成したものです。

皆様の議論や活動の素材になればと念じております。ご不明なところがあり

ましたら、ご遠慮なくお問い合わせいただければ幸いです。

対馬市が、より住みやすいまちになるよう、そして次世代に、より良好な

環境を引き継ぐために、皆様と共にまちづくりを進めていきましょう。

平成２３年４月

対馬市長 財 部 能 成
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１ 平成２３年度当初予算の概要
平成２３年度の対馬市当初予算の全会計合計額は、４００億９，４７７万

７千円で、前年度と比較すると、８億８，２７５万６千円、率では２．３％

の増となっています。

〔一般会計〕

対馬市の一般的な予算です。税金と国や県からの交付金や支出金が主な歳

入で、対馬市の事業全般に使います。

本書では、主にこの一般会計について説明します。

〔特別会計〕

ある特定の収入を特定の目的に対してのみ使用し、他と区分して経理する

予算です。対馬市には、国民健康保険特別会計や介護保険特別会計など１１

の特別会計があります。

〔企業会計〕

特定の事業について、その事業に関わる料金収入などを事業に充て、民間

企業と同様に独立採算を行っている予算です。対馬市には水道事業会計があ

ります。

(単位：千円)

平 成 23 年 度 平 成 22 年 度 比 較
増 減 率

(%)

28,811,000 27,754,000 1,057,000 3.8

10,918,612 11,044,455 △ 125,843 △ 1.1

352,755 368,751 △ 15,996 △ 4.3

1,435 3,872 △ 2,437 △ 62.9

5,444,562 5,563,131 △ 118,569 △ 2.1

－ 1,614 △ 1,614 皆減

321,798 335,785 △ 13,987 △ 4.2

3,416,231 3,155,722 260,509 8.3

119,593 120,745 △ 1,152 △ 1.0

261,350 474,761 △ 213,411 △ 45.0

905,418 927,243 △ 21,825 △ 2.4

22,100 23,600 △ 1,500 △ 6.4

40,843 36,531 4,312 11.8

32,527 32,700 △ 173 △ 0.5

365,165 413,566 △ 48,401 △ 11.7

365,165 413,566 △ 48,401 △ 11.7

40,094,777 39,212,021 882,756 2.3

老 人 保 健 特 別 会 計

企 業 会 計

水 道 事 業 会 計

後 期 高 齢 者 医 療

特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計

集 落 排 水 処 理 施 設

特 別 会 計

旅 客 定 期 航 路 事 業

特 別 会 計

風 力 発 電 事 業 特 別 会 計

※水道事業会計の予算額は、収益的支出と資本的支出の合計額です。

合 計

一 般 会 計

区 分

特 別 会 計

介 護 保 険 地 域 支 援 事 業

特 別 会 計

特 別 養 護 老 人 ホ ー ム

特 別 会 計

診 療 所 特 別 会 計

公 共 用 地 先 行 取 得

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計
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平成２３年度一般会計当初予算

【自主財源】(市が自主的に収入できる財源)

市税 ・・・・・・・・ 市民税や固定資産税など、市民の皆さんに納め

ていただく税金

分担金及び負担金 ・・ 市が行う事業などにより、特に利益を受ける人

から徴収するお金

使用料及び手数料 ・・ 公共施設の使用料や住民票などの交付手数料な

ど

繰入金 ・・・・・・・ 各種基金の取り崩しなどにより繰り入れるお金

財産収入など ・・・・ 市が所有する財産を貸し付けたり、または売り

払うことなどにより生じるお金

諸収入 ・・・・・・・ 貸付金元利収入や預金利子など他の歳入科目に

属さないお金

【依存財源】(国や県の意志決定に基づき収入される財源)

地方交付税 ・・・・・ 一定水準の行政運営ができるよう、所得税や酒

税など、国税の一部から市の財政状況に応じて

交付されるお金

国庫支出金 ・・・・・ 特定の事業に対して国から交付されるお金

県支出金 ・・・・・・ 特定の事業に対して県から交付されるお金

市債 ・・・・・・・・ 建設事業などを行うために、国や金融機関から

借り入れるお金

その他 ・・・・・・・ 地方譲与税や地方消費税交付金など

市税

27億4,117万円

9.5%

分担金及び負担金

1億9,324万円

0.7%

使用料及び手数料

3億2,752万円
1.1%

繰入金

4億2,794万円
1.5%

財産収入・繰越金

1億8,283万円
0.6%

諸収入

1億9,528万円
0.7%

地方交付税

149億9,234万円

52.0%

国庫支出金

34億1,893万円
11.9%

県支出金

25億8,801万円
9.0%

市債

31億1,920万円

10.8%

その他

6億2,454万円
2.2%

歳入
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総務費 ・・・・・ 行政活動の共通的な管理運営や企画調整などのため

に使われるお金

民生費 ・・・・・ 福祉サービスのために使われるお金

衛生費 ・・・・・ 健康づくりや環境衛生などのために使われるお金

農林水産業費 ・・ 農業・林業や水産業の振興のために使われるお金

商工費 ・・・・・ 商業振興や観光などのために使われるお金

土木費 ・・・・・ 道路・河川や公園などの整備のために使われるお金

消防費 ・・・・・ 消防・防災のために使われるお金

教育費 ・・・・・ 学校教育や生涯学習・スポーツ振興などのために使

われるお金

公債費 ・・・・・ 市債(借金の)返済のために使われるお金

その他 ・・・・・ 議会運営などのために使われるお金

総務費

41億5,672万円
14.4%

民生費

62億9,234万円
21.8%

衛生費

37億1,558万円
12.9%

農林水産業費

26億1,939万円
9.1%

商工費

5億6,421万円

2.0%

土木費

16億1,056万円
5.6%

消防費

9億3,907万円
3.3%

教育費

22億4,199万円
7.9%

公債費

64億1,428万円
22.3%

その他

2億5,686万円
0.9%

歳出(目的別)
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一般会計当初予算の特徴を見てみよう！

対馬市の一般会計の当初予算は、歳入(収入)・歳出(支出)ともに２８８億１，１００万円となっ

ていますが、このままでは金額が大きすぎてなかなか実感がわいてきません。そこで当初予算を年

収３００万円の家庭に置きかえて、対馬市の当初予算の特徴を見てみましょう。

対馬市の当初予算の特徴
まず、上の表を見てみますと、対馬市(家庭)では、人件費(食費)、扶助費(医療費)、公債費(借金

の返済)などに多くのお金がかかっています。

市では、この３つを義務的経費と呼んでいます。義務的経費は、その支出が義務付けられ、必ず

支払わなければならないものです。つまり、この義務的経費の比率が大きければ大きいほど、自由

に使うお金が少なくなりますので、財政の健全化を図るにあたって大きな障害となります。

対馬市では、義務的経費の割合が支出全体の５４％を占めています。

次に下の表を見てみますと、市は市税や使用料(給料)、基金からの繰入金(貯金の取り崩し)など、

市が、自主的に収入することのできる自主財源だけでは行財政運営(生活)することができず、地方

交付税や国県支出金(親からの援助)、市債(借金)などの依存財源に頼っての行財政運営(生活)をして

います。

詳しく見てみますと、自主財源の合計は収入全体の約１４％であるのに対し、依存財源の合計は

約８６％で、その中でも地方交付税は５２％を占めていますので、対馬市がいかに地方交付税に頼

って行財政運営(生活)をしているのかわかります。

割合

年間 １ヶ月 (%)

人件費 56億   270万円 食費 58万3千円 4万8千円 19.4

扶助費 35億4,362万円 医療費 36万9千円 3万1千円 12.3

公債費 64億1,428万円 借金の返済 66万8千円 5万6千円 22.3

34億6,679万円 自宅の増改築費 36万1千円 3万     円 12.0

物件費 46億     84万円 光熱水費、電話代 47万9千円 4万     円 16.0

繰出金 15億9,121万円 子どもへの仕送り 16万6千円 1万4千円 5.5

補助費等・貸付金など 27億9,799万円
地区会費、趣味活動の
会費

29万1千円 2万4千円 9.7

積立金 7億9,357万円 貯金 8万3千円 7千円 2.8

288億1,100万円 一般家庭の支出合計 300万     円 25万     円 100.0

割合

年間 １ヶ月 (%)

市税、使用料など 36億4,004万円 給料 37万9千円 3万2千円 12.6

基金からの繰入金 4億2,794万円 貯金の取り崩し 4万5千円  4千円 1.5

地方交付税 149億9,234万円 親からなどの援助 156万1千円 13万     円 52.0

国県支出金など 66億3,148万円 親からなどの援助 69万     円 5万7千円 23.1

市債 31億1,920万円 借金(ローン) 32万5千円 2万7千円 10.8

288億1,100万円 一般家庭の収入合計 300万     円 25万     円 100.0

依

存

財

源

一般会計の収入合計

項　　目 金　　額 項目

自

主

財

源

項目

家庭に置きかえた場合

金　　額

市の歳入予算 家庭に置きかえた場合

義

務

的

経

費

そ

の

他

の

経

費

投資的経費(普通建設事業費)

一般会計の支出合計

市の歳出予算(性質別)

項　　目 金　　額

金　　額

-8-



市民１人あたりに使われるお金です！

一般会計の歳出予算(目的別)を市民１人あたりに換算してみました。

総 額

８２５，４１２円です。

(平成２３年３月３１日現在人口 ３４，９０５人)

民生費 １８０，２７１円

衛生費 １０６，４４８円

農林水産業 ７５，０４４円

商工費 １６，１６４円

土木費 ４６，１４１円

教育費 ６４，２３１円

公債費 １８３，７６４円

その他(議会運営、行政運営、

消防・防災等)

１５３，３４９円
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２ 平成２３年度主要事業の概要

〔対馬市総合計画の６つの施策〕

Ⅰ 産業・経済 (Ｐ１１～１７)
（創造的な産業と次世代の担い手を育むひととまち）

Ⅱ 環境・自然 (Ｐ１８～２２)
（豊かな自然との調和を図り、地球環境にやさしいひととまち）

Ⅲ 国際交流・観光 (Ｐ２３～２６)
（固有の歴史文化を発信し、交流の活発なひととまち）

Ⅳ 教育・生涯学習・文化 (Ｐ２７～３４)
（地域が連携して支える教育・文化の充実したひととまち）

Ⅴ 医療・保健・福祉・健康 (Ｐ３５～４１)
（思いやりと健やかさを育む健康・福祉のひととまち）

Ⅵ 交通・市民協働・住環境・安全 (Ｐ４２～４７)
（快適な暮らしを支える生活基盤の整ったひととまち）
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Ⅰ 産業・経済

（創造的な産業と次世代の担い手を育むひととまち）

①新規ビジネス応援事業 ３０３万円

(担当：地域再生推進本部)

市内に在住する個人、団体に対し、新規雇用者の人件費、事業立ち

上げ等の経費を一部支援します。補助対象費の２／３以内とし、補助

金限度額は１００万円です。１名以上の新規雇用が要件です。

【主な経費】

新規ビジネス応援事業補助金

３００万円

【財源内訳】

基金利子の運用 ８万円

市の負担額 ２９５万円

（うち市債 ２９０万円）

②輸送コスト軽減対策事業 ３５０万円

(担当：農林水産部農林振興課)

本市は、離島であり、本土の市場へ出荷する農林産物に多額の輸送

経費を要しています。

そこで、生産者の輸送経費の軽減を図るため、ＪＡ出荷分について、

半額助成し、農家所得の向上を図ります。

【主な経費】

野菜共同出荷奨励事業補助金 ３５０万円

【財源内訳】

市の負担額 ３５０万円

（うち市債 ３５０万円）
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③農産物販売促進事業 ６４万円

(担当：農林水産部農林振興課)

ＪＡ対馬の認知度アップのためインターネットを活用し、ＰＲ及び

販売を試みます。また、本市は、離島であり、本土の方が受注する農

林産物に輸送経費を要することから、軌道に乗るまでＪＡ対馬へ輸送

費の助成を行います。ただし、補助期間は5年とし、1年目は全額を

助成しますが、補助率を段階的に２割づつ引き下げ、６年後には補助

なしでの販売体制を確立します。

【主な経費】

農産物販売促進事業補助金 ６４万円

【財源内訳】

市の負担額 ６４万円

（うち市債 ６０万円）

④地場産品地産地消推進事業 ８８９万円

(担当：農林水産部農林振興課)

学校給食での地場農林水産物利用に係る食材供給について、特産・

推奨品である対馬椎茸・対馬あか牛・トロの華及び野菜や水産物購入

に対し、学校給食調理場へ支援を行います｡

【主な経費】

地場産品地産地消推進事業補助金 ８８９万円

【財源内訳】

市の負担額 ８８９万円

（うち市債 ８８０万円）
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⑤地元米消費拡大事業 １４３万円

(担当：農林水産部農林振興課)

米のコンクール等を実施し、生産者の技術を向上させ、米の生産者

部会を設置することにより精米等の技術向上を図り、学校給食への納

入を実施します。さらに、耕作放棄地の解消による水稲作付けを実施

するなど、作付面積の拡大にも取り組みます。

【主な経費】

米生産部会運営補助金 ９６万円

グリーンツーリズム推進補助金 １８万円

【財源内訳】

市の負担額 １４３万円

（うち市債 １４０万円）

⑥水産物販売促進支援事業 １，２２８万円

(担当：農林水産部水産振興課)

漁協等が新規に開始する水産物インターネット販売の輸送経費の一

部を助成します。５年間限定の補助金で、補助率は平成２３年度は５

／５以内、段階的に削減して、平成２７年度は１／５以内とします。

補助金限度額は３００万円です。

【主な経費】

水産物販売促進事業費補助金 １，２２８万円

【財源内訳】

市の負担額 １，２２８万円

（うち市債 １，２２０万円）
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⑦家畜改良増殖対策事業 １，７７５万円

(担当：農林水産部農林振興課)

畜産（肉用牛）業は、対馬地域の農業における基幹産業であり、生

産頭数が減少する中で、増頭対策は必須の課題であり、多頭飼育の推

進、一年一産の徹底と出生率の向上が重要です。繁殖牛の導入初期費

用に対する支援及び受精料を補助し、牛の増頭を図ります。

【主な経費】

家畜導入事業（市有牛導入事業） ５２５万円

家畜導入事業資金供給事業（農協有牛導入事業）

１３８万円

繁殖牛受精事業補助金 ３２５万円

【財源内訳】

県の負担額 ２８９万円

牛売払収入 ４７５万円

家畜導入事業資金供給事業基金の活用 ６４９万円

市の負担額 ３６２万円
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⑧対馬しいたけ再生プラン事業 ７，５５８万円

(担当：農林水産部農林振興課)

島の基幹産業としてのしいたけの復活を図るため、平成17年8月

に”対馬しいたけとことん復活プラン”を策定し、各種しいたけ振興

支援策を実施しました。その結果、意欲のある生産者が増加し、生産

量も着実に伸びてきたことから、前計画の課題と対応策をとりまとめ、

平成２２年度、新たに”対馬しいたけやんこも再生プラン”を作成し

ました。

再生プランにより、生産者の技術向上や省力化、生産者確保と育成

等の取組みを実施することで、更なるしいたけ産業の振興を図ります。

【主な経費】

対馬しいたけ需用拡大支援事業補助金 ４５万円

しいたけ原木低コスト搬出支援補助金 ４５０万円

マイスター活動事業 ４０万円

しいたけ関連催事参加事業 ６６万円

しいたけ種駒補助金 １，２７５万円

環境配慮型乾燥機リース事業 ９６０万円

特用林産物（対馬しいたけ）担い手育成事業

４，６１５万円

【財源内訳】

国の負担額 ４，６１５万円

県の負担額 ３３０万円

市の負担額 ２，６１３万円

⑨藻場礁設置事業 １，９６２万円

(担当：農林水産部水産振興課)

磯焼け対策のため、藻場育成を行い、５カ年計画で、海藻の定着の

ための石やブロックなどを設置します。平成２３年度１，８００㎡、

平成２４年度以降８，０００㎡×４箇所(4年間)の予定です。

【主な経費】

藻場礁設置工事 １，９６２万円

【財源内訳】

市の負担額 １，９６２万円
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⑩有害鳥獣皮革製品化推進事業 ５００万円

(担当：農林水産部農林振興課)

本市では、イノシシ、ツシマジカなどの有害鳥獣対策として、駆除

と防除の両面から対策を講じていますが、農作物への被害は年々拡大

傾向にあります。そこで今回、新たな取り組みとして、これまで未利

用であったイノシシ、ツシマジカの皮を使い、皮革製品化を図るため

の調査及び加工販売の促進を行います。本取組みにより、今後、有害

鳥獣対策と島の新たな産業と雇用の創出に期待するものです。

【主な経費】

有害鳥獣皮革製品化推進事業販売実証実験調査事業委託料

２１７万円

【財源内訳】

市の負担額 ５００万円

（うち市債 ５００万円）

⑪有害鳥獣被害防止対策事業 ９，４３９万円

(担当：農林水産部農林振興課)

年々深刻化する有害鳥獣(イノシシ、ツシマジカ)による農林産物へ

の被害拡大が農林振興への障害となっており、生産意欲の衰退に繋が

っているため、捕獲したイノシシ、ツシマジカに対し1頭10,000円

を捕獲者に補助し駆除を実施します。

【主な経費】

イノシシ捕獲委託料 １２０万円

イノシシ捕獲補助金 ３，０００万円

有害鳥獣被害防止対策(ワイヤーメッシュ設置)事業補助金

４，１８８万円

ツシマジカ捕獲補助金 ２，０００万円

【財源内訳】

県の負担額 ５，９３８万円

市の負担額 ３，５０１万円
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⑫企業誘致事業 １，３０９万円

(担当：地域再生推進本部)

「誘致企業」として指定した企業に対し雇用奨励金、地元産品の消

費奨励金を交付します。安定経営、雇用促進に向け、企業支援をする

ことで地域活性化を目指します。

【主な経費】

企業誘致奨励補助金 １，０１０万円

【財源内訳】

市の負担額 １，３０９万円

（うち市債 １，０１０万円）
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Ⅱ 環境・自然

（豊かな自然との調和を図り、地球環境にやさしいひととまち）

①住宅用太陽光発電設備導入事業 ５００万円

(担当：市民生活部環境政策課自然環境推進室)

当該年度の国の住宅用太陽光発電導入支援対策補助金の申込を受理

された個人で、市内に住所を有する等交付要件を満たした方に対して、

設備費用の一部を補助します。

【主な経費】

住宅用太陽光発電設備導入費補助金 ５００万円

【財源内訳】

市の負担額 ５００万円

（うち市債 ５００万円）

②防犯灯ＬＥＤ化促進事業 １，５３８万円

(担当：総務部総務課)

防犯灯に関する経費の節減及び、ＣＯ2排出量の削減を目的に、市

内の防犯灯を計画的にＬＥＤへ更新します。

本年度は、厳原町管内を実施します。

【主な経費】

防犯灯設置工事 １，５３８万円

【財源内訳】

他法人等の助成額 ８００万円

市の負担額 ７３８万円
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③食育推進事業 １２５万円

(担当：福祉保健部健康保健課)

対馬市食育推進計画に基づき、食育推進に関する関係団体と横断的

な連携のもと、日本型食生活等の普及及び地域食文化の伝承、地産地

消の推進など地域の食への理解の促進を図るため、食育に係る展示会

及び食育推進会議等を実施し、市民の主体的な食育推進運動の展開を

目指します。

【主な経費】

食育推進事業費

１２５万円

【財源内訳】

県の負担額 ６２万円

市の負担額 ６０万円

（うち市債 ６０万円）

④生ごみ堆肥化容器設置補助金 ６０万円

(担当：市民生活部環境政策課)

家庭から排出される生ごみの減量化を目的として、生ごみを堆肥に

するための容器を購入した個人に対し補助します。

【主な経費】

生ごみ堆肥化容器設置補助金 ６０万円

【財源内訳】

市の負担額 ６０万円
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⑤漂流・漂着ごみ対策事業 ３億１，９８６万円

(担当：市民生活部環境政策課)

対馬市沿岸に押し寄せる大量の漂着ごみの回収・処理を行う事業で

す。

また、対馬クリーンセンター中部中継所に、漂着ごみ回収保管施設

を整備します。

【主な経費】

地域ｸﾞﾘｰﾝﾆｭｰﾃﾞｲｰﾙ基金事業 ２億８，３８６万円

循環型社会形成推進交付金事業 ３，６００万円

【財源内訳】

国の負担額 １，８００万円

県の負担額 ２億８，３８６万円

市の負担額 １，８００万円

（うち市債 １，７１０万円）

⑥ＥＭ普及活動推進事業 １，５７５万千円

(担当：市民生活部環境政策課)

ＥＭ普及活動推進員を雇用し、ＥＭ菌（有用微生物群）を利用した

環境浄化活動の普及啓発及び支援を目的とした活動を行います。

【主な経費】

ＥＭ普及活動推進事業委託料 １，５７５万円

【財源内訳】

県の負担額 １，５７５万円
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⑦対馬市森林づくり条例策定事業 １４０万円

(担当：農林水産部農林振興課)

豊かな海を育むための適正な森林整備と豊かな生態系を有する森林

環境の保全の両面における一定のルールづくりのため、行政、森林組

合、森林事業者、森林所有者、市民の責務や役割等を明記した条例を

市民協働の手法にて策定します。併せて条例策定後、条例の目的を実

現化するための実施計画の策定に着手します。

【主な経費】

対馬市森林づくり条例策定委員会

経費 １４０万円

【財源内訳】

市の負担額 １４０万円

⑧オフセットクレジット提案事業 ９００万円

(担当：農林水産部農林振興課)

島の約9割を占める森林資源の新たな活用策のひとつとして、世界

的な取組みであり、今後、新産業への可能性を有する森林整備による

二酸化炭素吸収量の排出権取引制度（J-VER制度）への参画により、

取り引きで得られた対価を市独自の計画的な森林整備や各種の環境保

全事業等に活用します。

【主な経費】

J-VER制度登録申請手数料 １００万円

プロジェクト計画策定委託料 ２００万円

モニタリング調査報告書作成委託料 ６００万円

【財源内訳】

市の負担額 ９００万円
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⑨資源管理・環境保全対策事業 ９２７万円

(担当：農林水産部水産振興課)

海洋保護区推進協議会及び専門委員会において、資源管理型漁業を

検討し、対馬版海洋保護区の設定を目指します。協議会委員は２４名、

専門委員会委員は（６管内合計）５０名です。

【主な経費】

資源管理・環境保全対策事業

調査研究委託料 ５７７万円

【財源内訳】

市の負担額 ９２７万円

（うち市債 ９２０万円）

⑩環境・生態系保全活動支援事業 ５６０万円

(担当：農林水産部水産振興課)

内院地区、水崎地区、綱島地区の３組織が、地域の磯焼け対策のた

め、モニタリング、海藻種苗投入、食害生物駆除、岩盤清掃等の活動

を行います。事業期間は平成２１年度～２５年度までの５カ年間です。

【主な経費】

環境・生態系保全活動支援交付金 ５６０万円

【財源内訳】

県の負担額 ３０万円

市の負担額 ５３０万円
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Ⅲ 国際交流・観光

（固有の歴史文化を発信し、交流の活発なひととまち）

①対馬３大イベント開催事業 １，３０５万円

(担当：観光物産推進本部)

日韓交流イベント開催を支援し、国内外からの交流人口拡大を図り

ます。

７月：国境マラソンＩＮ対馬

８月：厳原港まつり対馬アリラン祭

８月：対馬ちんぐ音楽祭

【主な経費】

国境マラソンＩＮ対馬開催補助金 ３１９万円

厳原港まつり対馬アリラン祭振興会補助金

６６２万円

対馬ちんぐ音楽祭運営補助金 ３２４万円

【財源内訳】

市の負担額 １，３０５万円

（うち市債 ６６０万円）
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②朝鮮通信使ゆかりのまち全国大会交流会開催事業

１，２０３万円

(担当：観光物産推進本部)

最後の朝鮮通信使来日200周年を記念し、朝鮮通信使ゆかりのま

ち全国交流会対馬大会及び関連行事を１１月に開催します。

【主な経費】

シンポジウム等開催 ３５０万円

日韓芸能公演開催 ２２２万円

啓発番組製作・放送 ３３０万円

通信使行列等再現、特別史料展開催

３０１万円

【財源内訳】

県の負担額 ２７６万円

他法人等の助成額 ２００万円

市の負担額 ７２７万円

③対馬の魅力創造・発信事業 ５００万円

(担当：観光物産推進本部)

対馬の自然、歴史、偉人等に係るテレビ番組を制作し、視聴者が対

馬の魅力を再発見することを目的に、ＣＡＴＶによる放送を行い、ま

た、ＤＶＤを作成し各学校等へ配付します。

【主な経費】

番組制作委託料 ５００万円

【財源内訳】

市の負担額 ５００万円

（うち市債 ５００万円）
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④対州馬活用プロジェクト １，７４１万円

(担当：上県地域活性化センター地域支援課)

絶滅が心配される対州馬を保存するため、また観光資源等として有

効に活用するため、飼育施設の整備や、今後の活用方法を検討します。

【主な経費】

馬事公園施設整備工事

１，０１７万円

対州馬運搬車購入 ６６１万円

【財源内訳】

市の負担額 １，７４１万円

（うち市債 １，０７０万円）

⑤スポーツ合宿等推進事業 １７４万円

(担当：教育委員会生涯学習課)

スポーツ活動団体（プロ・アマ・大学等）を誘致し、施設の有効活

用、スポーツ人口及び交流人口の拡大を図るとともに、市民の健康に

対する意識の高揚を図ります。

【主な経費】

誘致団体活動費 １２６万円

【財源内訳】

県の負担額 ８２万円

基金利子の運用 ４２万円

市の負担額 ５０万円
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⑥対馬観光リニューアル事業 ４，５２７万円

(担当：観光物産推進本部)

観光案内板・誘導板の設置や観光客受入施設の研修会等を行い、観

光客を受け入れる体制強化を図るとともに、都市圏での観光ＰＲを行

い交流人口の拡大に繋げます。

【主な経費】

観光案内板・誘導板設置、撤去工事 １，０３０万円

観光パンフレットの作成 ６８４万円

都市部での観光ＰＲ ６７３万円

観光案内板・誘導板の設置計画作成 ５７１万円

観光客受入施設の研修 ３１２万円

【財源内訳】

国の負担額 ９１０万円

市の負担額 ３，６１７万円

（うち市債 ３，５７０万円）
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Ⅳ 教育・生涯学習・文化

（地域が連携して支える教育・文化の充実したひととまち）

①適応指導教室支援事業 ９０万円

(担当：教育委員会総務課)

心理的要因等により長期間学校に登校できない児童生徒及び社会に

適応できない青少年に対し、状況に応じた適切な指導等を行い、学校

復帰や社会復帰を支援する適応指導教室（フリースペース）に対して

補助金を交付します。

【主な経費】

適応指導教室（フリースペース）支援補助金

９０万円

【財源内訳】

市の負担額 ９０万円

（うち市債 ９０万円）

②心の教育相談員、介助員設置事業 １，４４２万円

(担当：教育委員会学校教育課)

教育上特別な配慮を要する児童生徒が在籍する通常学級において、

学校で児童生徒が気軽に悩みを相談し、ストレスを和らげ、心の安定

を図るため教育相談員・介助員を配置します。

【主な経費】

小学校 １６人 ６７２万円

中学校 ５人 ２１０万円

幼稚園 ７人 ５６０万円

【財源内訳】

市の負担額 １，４４２万円
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③つしまテレビ学習塾事業補助金 ４８５万円

(担当：教育委員会学校教育課)

小学生及び中学生の基礎学力の向上のため、義務教育の補充的内容

を主とした３０分の教育番組を制作し、対馬市ＣＡＴＶで放送します。

【主な経費】

番組制作費 ２３５万円

テキスト制作費 ２５０万円

【財源内訳】

市の負担額 ４８５万円

（うち市債 ４８０万円）

④安全・安心な学校づくり交付金事業

２億３，３８５万円

(担当：教育委員会総務課)

学校施設の安全性を高めるため、厳原小学校耐震補強工事を実施し

ます。また、環境王国のもと地球温暖化防止や環境に配慮するため、

比田勝小学校及び仁田小学校に太陽光発電施設を設置し、環境教育を

実施します。

【主な経費】

厳原小学校耐震補強工事 ２億２９８万円

比田勝小学校太陽光発電施設設置工事 １，５９６万円

仁田小学校太陽光発電施設設置工事 １，４９１万円

【財源内訳】

国の負担額 ８，３２１万円

市の負担額 １億５，０６４万円

（うち市債 １億２００万円）
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⑤青少年教育事業 ３９４万円

(担当：教育委員会生涯学習課)

市内の各種青少年育成団体の活動を支援します。また、子どもたち

の文化活動・交流活動など多方面にわたる体験型学習を実施します。

【主な経費】

対馬市青少年健全育成連絡協議会補助金 ２１９万円

様々な青少年体験型活動費 １７５万円

【財源内訳】

行事への参加者の負担金 １８万円

市の負担額 ３７６万円
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⑥青少年劇場事業 １９７万円

(担当：教育委員会生涯学習課)

都会から離れた離島対馬では、優れた音楽・演劇などの舞台芸術に

接することが少ないため、鑑賞する機会を提供し、青少年の豊かな心

の醸成を図ります。

【主な経費】

青少年劇場開催負担金 １２７万円

児童生徒送迎用バス代 ６６万円

その他経費 ４万円

【財源内訳】

県の負担額 ６３万円

市の負担額 １３４万円

⑦市民美術展覧会事業 ２４万円

(担当：教育委員会生涯学習課)

市民に美術作品を出展していただく対馬で唯一の美術展で、６部門

（洋画、日本画、書道、デザイン、彫塑工芸、写真）の作品を募集し

ます。

市内２会場で開催し、多くの方々に鑑賞いただきます。

【主な経費】

ポスター・チラシ印刷代 １１万円

出品記念品代 ８万円

【財源内訳】

出展料 ５万円

市の負担額 １９万円
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⑧市民劇団公演事業 １４３万円

(担当：教育委員会生涯学習課)

平成２１年度に脚本制作した「対馬物語」を、対馬市民劇団が公演

することにより、市民文化の向上を図ります。本年度は、「朝鮮通信

使ゆかりのまち全国交流対馬大会」において公演予定です。

【主な経費】

市民劇団公演事業補助金 １４３万円

【財源内訳】

市の負担額 １４３万円

⑨公会堂公演事業 １７１万円

(担当：教育委員会生涯学習課)

芸能･文化の振興を図る目的で、市民の皆さんが一流の芸能・文化

に触れられる機会を設けています。ＴＶなどでも有名な芸能人のステ

ージを間近で見ることができます。

【主な経費】

公演事業委託料 １６０万円

【財源内訳】

チケット売上料 １３万円

市の負担額 １５８万円
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⑩文化ホール公演事業 ６３９万円

(担当：教育委員会生涯学習課)

７月に市内２箇所において、子ども舞台芸能祭典を予定しており、

同月には対馬市交流センターで「お笑いライブ」を、また、１月には

瑞宝太鼓の公演を開催します。

【主な経費】

公演事業開催委託料 ５００万円

瑞宝太鼓公演事業委託料 １００万円

【財源内訳】

チケット売上料 １９１万円

市の負担額 ４４８万円

⑪つしま図書館 図書等購入事業 ２，４０６万円

(担当：教育委員会生涯学習課)

新しい図書とＤＶＤの購入により、蔵書等を充実し、学習機会の提

供、サービスの向上を図ります。

【主な経費】

図書購入費 １，８００万円

視聴覚資料（ＤＶＤ）購入費 ２５０万円

【財源内訳】

住民生活に光をそそぐ基金の活用 ２，４０６万円
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⑫海神神社宝物館環境整備事業 ２１１万円

(担当：教育委員会文化財課)

海神神社宝物館は、国重要文化財銅像如来立像（どうぞうにょらい

りゅうぞう）をはじめ、朝鮮陶磁７点を保有する施設です。門扉は両

開きの扉で木坂の浜に近いため、塩害により腐食し、錆ついています。

重要文化財をはじめ多くの伝世品を保有するため、防犯上の観点から

早急に扉や施錠を新調します。

【主な経費】

工事請負費（門扉・施錠新設） ２１０万円

【財源内訳】

国の負担額 １０６万円

県の負担額 １０万円

市の負担額 ９５万円
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⑬自然・生物保護活用促進事業 ２００万円

(担当：教育委員会文化財課)

国際連合の専門機関「ユネスコ」による、生物の多様性、保全と豊

かな人間生活との調和のため『生物圏保存地域＝ユネスコエコパーク』

の認定を目指します。世界自然遺産(手付かずの自然を守る)と違い、

「自然との共生」＝「保全と利用」を図る取り組みが世界各地で進み、

登録地が増えています。認定により、保護・保全活動の意識が高まる

とともに、対馬市が環境にやさしい自然豊かな島であることが、国内

外に認知されることになります。

認定後は、エコパーク地内での活動(野鳥・植物観察、山登りなど)

を増やし、自然に恵まれた環境を有効に活用します。環境への関心が

高まり、島外から市の取り組み、活動状況について視察等も増えると

予想され、大陸系の植物、対馬だけに生息する「ツシマヤマネコ」な

どを目的に訪れる「エコツアー」の拡大にも繋がります。

【主な経費】

調査員旅費 １１７万円

基本計画書印刷製本費 ３３万円

【財源内訳】

市の負担額 ２００万円

（うち市債 ２００万円）
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Ⅴ 医療・保健・福祉・健康

（思いやりと健やかさを育む健康・福祉のひととまち）

①自殺対策事業 ４２７万円

(担当：福祉保健部福祉課)

全国的に自殺者が年間３万人を超える状況の中で、対馬市において

も年間１０名～２０名の自殺者がいることから、自殺を防止するため、

啓発普及・相談支援事業を実施します。

【主な経費】

啓発普及事業費 １０９万円

ボランティア支援事業補助金 ７４万円

相談支援事業費 ２４４万円

【財源内訳】

住民生活に光をそそぐ基金の活用 ４２７万円

②高齢者生活支援事業 ２，３００万円

(担当：福祉保健部福祉課)

高齢者の一人暮らし及び夫婦等に対し、要介護状態が進行しないよ

うに予防・支援事業を実施します。

【主な経費】

外出支援委託 １６２万円

食の自立支援助成 １，６６０万円

生きがい活動支援助成 ４４０万円

軽度生活援助助成 ３８万円

【財源内訳】

市の負担額 ２，３００万円

（うち市債 ２，１３０万円）
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③次世代育成支援事業 ３，８０１万円

(担当：福祉保健部福祉課)

国の定める「次世代育成支援対策推進法」に基づき、次代の社会を

担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境の整備を進めるための

事業を実施します。

【主な経費】

地域子育て支援センター運営委託料 ３，３６８万円

次世代育成支援対策事業補助金 ４３３万円

【財源内訳】

国の負担額 １，８７３万円

県の負担額 ３３万円

市の負担額 １，８９５万円

④保育所運営事業 ７億７，３３５万円

(担当：福祉保健部福祉課)

保育を必要とする児童に対し、認可保育施設及びへき地保育施設に

おいて必要な保育を行い、児童の福祉の増進を図ります。

【主な経費】

保育所（10ヶ所）運営費

５億５，７５３万円

へき地保育所（1４ヶ所）

運営費 ２億１，５８２万円

【財源内訳】

国の負担額 １億２，３１８万円

県の負担額 ４，７５９万円

保育料 １億５，０６６万円

市の負担額 ４億５，１９２万円
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⑤児童健全育成事業 ２，０２８万円

(担当：福祉保健部福祉課)

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校低学年児童に対し、

授業の終了後に適切な遊びの場及び生活の場を与え、その健全な育成

を図ります。

【主な経費】

児童クラブ運営費（５ヶ所） ２，０２８万円

【財源内訳】

県の負担額 １，３１９万円

市の負担額 ７０９万円

⑥児童措置費 ７億９，２５６万円

(担当：福祉保健部福祉課)

次代の社会を担う子ども一人ひとりの成長を社会全体で応援し、併

せて子育て世代の経済的負担の軽減を図ることを目的に、各種手当て

を支給します。

【主な経費】

児童扶養手当 ２億１３１万円

子ども手当 ５億９，１２４万円

【財源内訳】

国の負担額 ５億１，２９８万円

県の負担額 ７，２６８万円

市の負担額 ２億６９０万円
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⑦生活保護費 １４億９，７８０万円

(担当：福祉保健部保護課)

生活困窮者に対し、最低限度の生活を保障する生活保護法で定めら

れた扶助費を支給し、生活の安定、自立を助長します。

【主な経費】

生活扶助 ４億６，０００万円

住宅扶助 １億１，４００万円

介護扶助 ６，２００万円

医療扶助 ８億４，０００万円

【財源内訳】

国の負担額 １１億１，８１０万円

県の負担額 ９００万円

生活保護者からの返還金 ７００万円

市の負担額 ３億６，３７０万円

⑧老人福祉費 １０億４，５０５万千円

(担当：福祉保健部長寿支援課)

高齢者が住み慣れた地域で生き甲斐をもって活動的に暮らすことを

支援するとともに、現在の健康な状態の維持・向上を図るために介護

予防を推進します。また、介護を要する状態になっても、できる限り

住み慣れた地域や家庭で自立した生活が継続できるよう介護サービス

の充実強化を図ります。

【主な経費】

後期高齢者医療広域連合会負担金 ３億５，７９４万円

介護保険特別会計繰出金 ５億３，６９１万円

後期高齢者医療特別会計繰出金 １億４，７８９万円

【財源内訳】

県の負担額 ８，４１０万円

市の負担額 ９億６，０９５万円
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⑨食生活改善事業 ２２３万円

(担当：福祉保健部健康保健課)

生活習慣病の予防など健康増進を目的とし、栄養及び健康について

養成を受けた市民が、各地域で料理の伝達を通して食生活・食育の重

要性の啓発を実施しています。

【主な経費】

食改推進員事業

５７万円

食改再講習会

７５万円

伝達講習会調理実習材料費

５７万円

【財源内訳】

県の負担額 １１１万円

市の負担額 １１２万円

（うち市債 １１０万円）

⑩健康つしま２１事業 ３５万円

(担当：福祉保健部健康保健課)

健康づくり指針健康つしま２１計画（平成２１年１月策定）に基づ

き健康づくりを積極的に推進するため、推進員を市民の皆様から募り、

ウォーキング大会の開催、栄養・運動に関する学習会を開く等、日々

の活動を行います。

【主な経費】

推進員活動費 １８万円

【財源内訳】

市の負担額 ３５万円
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⑪予防接種事業 ５，０７０万円

(担当：福祉保健部健康保健課)

予防接種は、ワクチンを接種することで、免疫力をつけ、病気に対

する抵抗力により、発病の予防や、症状を軽くすることを目的として

います。

免疫をつけた人が多いほど、感染症の流行を抑えることができ、社

会全体の感染症予防にも役立ちます。

【主な経費】

医師・看護師派遣委託料 １１６万円

三種混合 ９７０万円

麻疹風疹混合 １，１２９万円

日本脳炎 ８７８万円

ＢＣＧ ６０万円

インフルエンザ ４６１万円

【財源内訳】

市の負担額 ５，０７０万円
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⑫健康増進事業 ２億７４４万円

(担当：福祉保健部健康保健課)

市民皆様一人ひとりが健康な生活習慣の大切さを自覚し、健康な状

態を保つために、健康増進事業「健康相談・健康教室・がん検診」等

を行っています。平成21年度からは乳がん・子宮頸がん早期発見・

治療のため、特定年齢の女性に「女性特有のがん検診推進事業」を実

施し、さらに、平成23年度からは子宮頸がん予防をさらに進めるた

め「子宮頸がんワクチン推進事業」を行います。

【主な経費】

がん検診等委託料 ７，１１６万円

子宮頸がん等予防ワクチン接種委託料 １億３，２７１万円

【財源内訳】

国の負担額 ３４２万円

県の負担額 ６，８４５万円

検診事業負担金 １７３万円

がん検診個人負担金 ４９２万円

市の負担額 １億２，８９２万円

-41-



Ⅵ 交通・市民協働・住環境・安全

（快適な暮らしを支える生活基盤の整ったひととまち）

①交通対策事業 ５，２２３万円

(担当：地域再生推進本部)

市所有のスクールバス等を活用して、市営バスを４路線運行してい

ます。また、市内の公共交通の活性化、島外との航空路の活性化及び

維持対策に対し負担金、補助金を支出します。

【主な経費】

市営有償バス運行委託料 ２，５８１万円

対馬市地域公共交通活性化協議会負担金 １，５５７万円

壱岐対馬航路活性化協議会負担金 １７０万円

対馬市離島航空路維持費補助金 ５００万円

博多～比田勝航路運賃割引事業補助金 ２５４万円

【財源内訳】

有償バス利用料 １５０万円

市の負担額 ５，０７３万円

（うち市債 １，２２０万円）
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②(仮称)市民基本条例策定事業 ２０７万円

(担当：地域再生推進本部)

対馬市における自治の基本理念や市政運営のあり方等を定める（仮

称）対馬市市民基本条例制定に向けて必要な調査、研究及び検討を行

います。

【主な経費】

検討委員会開催経費 （3回）

６３万円

地域での意見交換会開催等経費

（6箇所） １３４万円

基本条例講演会（2箇所）経費

１０万円

【財源内訳】

市の負担額 ２０７万円

③わがまち元気創出支援事業 ８０７万円

(担当：地域再生推進本部)

まちづくりの基軸を「地域・地区」に置くことや、地域コミュニテ

ィの意識の形成・醸成、住民発意型のまちづくりへの移行、NPO・

ボランティア等の強化促進を目的として、市民が自ら考え、自らが実

践する、市民が主役のまちづくりを推進するため支援を行います。

【主な経費】

わがまち元気創出支援事業補助金

８００万円

【財源内訳】

市の負担額 ８０７万円

（うち市債 ８００万円）
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④市民協働推進事業 ６２８万円

(担当：地域再生推進本部他)

地域主体のまちづくりを推進するため、地域の皆さんと地域マネー

ジャーが一体となり、生活に身近な課題の解決に向けて取り組みます。

【主な経費】

地域マネージャー事業費（維持補修用原材料費等）

６２８万円

【財源内訳】

市の負担額 ６２８万円

⑤島おこし協働隊事業 １，９５６万円

(担当：農林水産部農林振興課他)

都市地域の意欲あふれる人材を受け入れることにより、対馬の活性

化に必要な施策を推進するとともに、定住・定着を促進し、対馬の活

性化を担う島おこしの新たな担い手＝「対馬市島おこし協働隊員」を

最長3年間雇用します。

【主な経費】

生物多様性保全事業 ４１４万円

島デザイナー事業 ３５６万円

レザークラフトで島おこし事業 ４７１万円

薬草で島おこし事業 ７１５万円

【財源内訳】

市の負担額 １，９５６万円
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⑥合併処理浄化槽普及促進事業 ２，９８２万円

(担当：市民生活部環境政策課)

生活排水やし尿等による河川の汚染を防止するため、合併浄化槽を

設置する市民や事業所に対して補助を行います。

【主な経費】

合併処理浄化槽設置事業補助金 ２，９８２万円

【財源内訳】

国の負担額 １，４９１万円

県の負担額 ９９４万円

市の負担額 ４９７万円

⑦汚泥再生処理センター整備事業 ２，５８７万円

(担当：市民生活部環境政策課)

対馬中部汚泥再生処理センターの老朽化により施設を更新します。

【主な経費】

測量・地質調査委託料 ９３０万円

環境アセスメント委託料 ３８２万円

基本設計委託料 ３４７万円

技術支援業務委託料 ６００万円

用地取得費 ２４４万円

【財源内訳】

国の負担額 ８２９万円

市の負担額 １，７５８万円

（うち市債 ２３０万円）
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⑧塵芥処理事業 ８億６，８０７万円

(担当：市民生活部環境政策課)

対馬市で排出される家庭ごみ等の一般廃棄物を処理するため、クリ

ーンセンターの維持管理やごみの収集運搬を行います。

【主な経費】

施設等燃料費、電気料 １億９，３４２万円

運転管理委託料 １億９，２００万円

塵芥収集委託料 １億２，１０５万円

機械点検委託料 １億５，０００万円

【財源内訳】

ごみ袋代他 １億７１６万円

市の負担額 ７億６，０９１万円

⑨非常備消防事業 １億５，７３２万円

(担当：消防本部)

消防団員の報酬や、団運営を助成し、地域の消防団活動を行います。

【主な経費】

団員報酬 ５，３０４万円

消防団運営費 ２，８２１万円

【財源内訳】

市の負担額 １億５，７３２万円
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⑩消防施設整備事業 ９２８万円

(担当：消防本部)

消防団分団庫、消防署・消防出張所の庁舎、消防職員待機宿舎、防

火水槽、消火栓等の修繕及び旧上県出張所解体工事を行います。

【主な経費】

修繕料 ２５０万円

工事請負費 ５８３万円

【財源内訳】

市の負担額 ９２８万円

⑪消防防災施設整備事業 ９，５５６万円

(担当：消防本部)

消防施設整備計画に基づき、順次整備を行います。平成２３年度は、

消防団の小型動力ポンプ1台、小型動力ポンプ付積載車7台を更新し、

消防団分団庫の建設、耐震性貯水槽建設を行います。

【主な経費】

小型動力ポンプ １８６万円

小型動力ポンプ付積載車 ３，７７０万円

消防団拠点施設建設 ２，５００万円

耐震性貯水槽 ３，１００万円

【財源内訳

国の負担額 ５２４万円

県の負担額 ７，５７０万円

市の負担額 １，４６２万円

（うち市債 １，３００万円）
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国　　費 県　　費

移動通信用鉄塔施設整備事業 情報政策課 30,016 19,915 3,983 2,181

ＣＡＴＶ地上アナログ再送信放送施設撤去工事 情報政策課 4,000

防犯灯設置工事 総務課　他 418

防犯灯ＬＥＤ化促進事業 総務課 15,380 8,000

泉保育所遊具設置工事 福祉課 156

西へき地保育所改修工事 福祉課 859

久田最終処分場適正閉鎖対策事業 環境政策課 24,000

漂着ごみストックヤード整備事業 環境政策課 36,000 18,000

し尿処理施設維持補修工事 環境政策課 1,500

汚泥再生処理センター整備事業 環境政策課 25,868 8,293

体験出会い塾「匠」施設改修工事 農林振興課 2,364

箕形地区集落センター屋根改修工事 美津島地域活性化ｾﾝﾀｰ 2,174

リラックス農園整備工事 農林振興課 802

流域育成林整備事業 農林振興課 28,646 14,609 4,870 3,065

林道安神大米線開設事業 基盤整備課 3,000

林道ナムロ線開設事業 基盤整備課 48,150 24,075 4,815

林道トタテ線開設事業 基盤整備課 28,800 14,400 2,880 288

藻場礁設置工事 水産振興課 19,613

漁業等近代化対策事業(船台施設整備)補助金 水産振興課 3,375 2,250

漁業等近代化対策事業(養殖網清掃ロボット購入)補助金 水産振興課 11,475 7,650

漁業等近代化対策事業(フォークリフト購入)補助金 水産振興課 2,436 1,624

漁業等近代化対策事業(フォークリフト購入)補助金 水産振興課 1,575 1,050

県　支　出　金
担当 事 業 費 国庫支出金

今年の工事予定表

工　　　　　事　　　　　名
分担金、
負担金、
その他
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（単位：千円）

3,700 29,779 237 厳原町日掛 ＮＴＴドコモ携帯電話日掛無線基地局の整備

4,000
美津島町大山(大山岳）
美津島町箕形(立石山）

対馬市ＣＡＴＶアナログ再送信放送サービス終了に伴う受信
点設備２箇所の撤去

418 市内全域 地区の要望へのＬＥＤ球による防犯灯の新設

8,000 7,380 厳原町管内 水銀灯からＬＥＤの防犯灯へ更新する事業

156 上対馬町泉 滑り台移設

859 美津島町今里 駐車場整備　８４㎡

18,000 18,000 6,000 旧久田最終処分場
以前使用されていた久田地区最終処分場を適正に閉鎖するた
めの工事

17,100 35,100 900 対馬ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ中部中継所
対馬市沿岸に押し寄せる大量の漂着ごみを回収保管する施設
整備

1,500 対馬中部クリーンセンター 水源池ろ過砂入替

2,300 10,593 15,275 豊玉町志多浦 環境アセスメント、施設基本設計、測量地質調査等

2,364 厳原町下原
そばアレルギー対策として、そば製粉作業箇所とせんそば作
業所を完全に仕切る為の改修工事

2,174 美津島町箕形 老朽化した屋根の改修

802 上対馬町津和 農園整備

22,544 6,102 美津島・豊玉・上対馬

市有林整備（利用間伐）
美津島：20.38ha、作業道：300ｍ
豊玉：3.96ha、作業道：600ｍ
上対馬：8.27ha、作業道：1,200m

3,000 3,000 0 厳原町安神 100ｍの開設工事

19,200 48,090 60 豊玉町田 200ｍの開設工事

11,200 28,768 32 上県町瀬田 170ｍの開設工事

19,613 厳原町安神地先 海藻の定着のための石やブロックなどの設置

1,100 3,350 25 美津島漁協　大船越支所 船台施設整備　１線（Ｌ＝３０ｍ）

3,800 11,450 25 美津島町尾崎 養殖網洗浄機　１台

800 2,424 12 豊玉町漁協　峰西支所 フォークリフト　１台　１．５ｔ

500 1,550 25 上対馬町漁協　鰐浦支所 フォークリフト　１台　２．０ｔ

工事箇所計 一般財源 工事内容市　債
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国　　費 県　　費

県　支　出　金
担当 事 業 費 国庫支出金

今年の工事予定表

工　　　　　事　　　　　名
分担金、
負担金、
その他

漁協施設等整備事業(製氷・貯氷施設)補助金 水産振興課 145,405 96,937 17,625

漁協施設等整備事業(荷捌施設)補助金 水産振興課 22,793 14,246 2,849

高浜漁港整備工事 基盤整備課 4,000 100

阿連漁港整備事業 基盤整備課 280,000 218,000 7,075 232

高浜漁港整備事業 基盤整備課 100,000 64,000 7,550 620

五根緒漁港整備事業 基盤整備課 40,000 22,000 5,600 310

鰐浦漁港整備事業 基盤整備課 65,000 43,500 5,175 69

瀬漁港整備事業 基盤整備課 120,000 96,000 2,100

内院漁港整備事業 基盤整備課 110,000 88,000 1,925

女連漁港整備事業 基盤整備課 90,000 49,500 12,600

五根緒漁港関連道整備事業 基盤整備課 120,000 66,000 10,800

内院漁港海岸保全事業 基盤整備課 80,000 44,000 11,200

水産基盤ストックマネージメント事業 基盤整備課 15,300 10,405

棹崎公園防護柵設置工事 上県地域活性化ｾﾝﾀｰ 5,000

対州馬活用プロジェクト(馬事公園施設整備事業) 上県地域活性化ｾﾝﾀｰ 16,779

対馬観光リニューアル事業(観光案内板整備工事) 観光物産推進本部 16,001 9,100

韓国展望所、豊砲台跡観光ルート整備事業 上対馬地域活性化ｾﾝﾀｰ 5,400

市道久田日掛線改良事業 建設課 130,000 91,000

市道尾浦線改良事業 建設課 50,000 35,000

市道赤島線改良事業 建設課 150,000 105,000

市道佐保田線改良事業 建設課 30,000 21,000

市道内山２号線改良事業 建設課 50,000 35,000
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（単位：千円）

工事箇所計 一般財源 工事内容市　債

30,800 145,362 43 美津島町漁協　本所　 製氷５ｔ、貯氷２０ｔ　鉄骨造３階建　４１９．６㎡

5,600 22,695 98 厳原町漁協　阿連出張所 漁獲物荷捌施設　鉄骨造平屋建　110㎡、海水殺菌装置一式

100 3,900 美津島町 知 －３ｍ岸壁　エプロン舗装　50ｍ

52,000 277,307 2,693 厳原町阿連 B防波堤　20ｍ　　浮桟橋　地質調査　1式　設計委託　1式

26,400 98,570 1,430 美津島町 知 南防波堤（改良）　10ｍ　浮桟橋　1基

11,500 39,410 590 上対馬町五根緒 用地舗装　6,900ｍ2

15,400 64,144 856 上対馬町鰐浦
護岸（改良）　55ｍ　設計　1式　　浮桟橋　地質調査　1式
道路　300ｍ　用地　400ｍ2

20,800 118,900 1,100 厳原町瀬 C防波堤　40ｍ　A防波堤　10ｍ　用地（舗装）　1,670ｍ2

19,100 109,025 975 厳原町内院 A防波堤　34ｍ

26,500 88,600 1,400 上県町女連 道路　70ｍ

41,000 117,800 2,200 上対馬町五根緒 道路　190ｍ

23,600 78,800 1,200 厳原町内院 離岸堤　64ｍ

4,600 15,005 295 対馬市管内漁港 機能保全調査委託　1式

5,000 上県町佐護　棹崎公園 防護柵設置200ｍ

10,100 10,100 6,679 上県町瀬田　馬事公園 厩舎増築70㎡、パドック整備1，200㎡、対州馬運搬車購入1台

6,500 15,600 401 対馬市内全域
観光案内板調査・計画作成　 5,706千円
観光案内板設置・撤去工事　10,295千円

5,400 5,400 0
上対馬町鰐浦　韓国展望
所～上対馬町豊　豊砲台
跡

市道３路線改修工事設計委託、鰐浦トイレ新築工事設計委
託、ひとつばたご夜間ライトアップ設置、韓国展望所内ジオ
ラマカバー設置、韓国展望所屋外インターロッキング改修

39,000 130,000 0
厳原町樫根・下原（日掛
集落内）

構造物詳細設計、地質調査、道路改良 L=４２０ｍ

15,000 50,000 0 厳原町尾浦(集落入口付近) 用地買収、改良延長 L=２８０ｍ

45,000 150,000 0
美津島町鴨居瀬(水道施
設より赤島方面に500ｍ)

改良延長 L=２５０ｍ

9,000 30,000 0 豊玉町田(集会施設付近) 改良舗装延長 L=１８０ｍ

15,000 50,000 0
厳原町内山(内山集落入
口付近)

用地買収、改良延長 L=１００ｍ
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国　　費 県　　費

県　支　出　金
担当 事 業 費 国庫支出金

今年の工事予定表

工　　　　　事　　　　　名
分担金、
負担金、
その他

市道横浦塩浜線改良事業 建設課 50,000 35,000

市道仁田志多留線改良事業 建設課 100,000 70,000

市道竹敷昼ヶ浦線改良事業 建設課 35,000

市道犬吠線改良事業 建設課 50,000

市道仁位曽線改良事業 建設課 25,000

市道西津屋線改良事業 建設課 90,000

赤島大橋橋梁整備事業 管理課 40,000 28,000

瀬田橋橋梁整備事業 管理課 11,000 7,700

まちづくり交付金事業 建設課 298,000 119,200

市営住宅解体工事 管理課 1,500

旧上県出張所解体事業 消防本部 6,134

耐震性貯水槽設置事業 消防本部 18,000 5,236

耐震性貯水槽設置事業 消防本部 13,000 13,000

消防団拠点施設建設事業 消防本部 25,000

教員住宅解体工事 教育委員会総務課 17,230

大調小学校排水対策工事 教育委員会総務課 1,300

鶏鳴小学校校内放送設備改修工事 教育委員会総務課 1,678

厳原北小学校屋内運動場屋根改修工事 教育委員会総務課 5,072

鶏鳴小学校支線取付工事 教育委員会総務課 237

小学校ＩＰ電話対応電話機設置工事 教育委員会総務課 7,340

厳原小学校耐震補強事業 教育委員会総務課 202,983 69,039

比田勝小学校太陽光発電施設設置事業 教育委員会総務課 15,960 7,350
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（単位：千円）

工事箇所計 一般財源 工事内容市　債

15,000 50,000 0
豊玉町横浦(横浦地区か
ら塩浜方面に100ｍ区間)

法面工 L=１００ｍ

30,000 100,000 0
上県町志多留(旧伊奈小
中学校付近)

用地買収、改良(法面工)延長 L=２００ｍ

35,000 35,000 0 美津島町黒瀬(黒瀬入口三叉路
から昼ヶ浦方面に１．２Ｋｍ)

用地買収、改良延長 L=１５０ｍ

50,000 50,000 0
美津島町犬吠(国道の犬
吠入口から500ｍ)

改良舗装延長 L=４５０ｍ

25,000 25,000 0 豊玉町曽(寺前橋付近) 改良舗装延長 L=２２０ｍ

90,000 90,000 0
上県町西津屋(西津屋集
落入口付近)

改良延長 L=１５０ｍ

11,400 39,400 600 美津島町鴨居瀬（赤島） 橋長 L＝80m　　上・下部工補強補修　１式

3,100 10,800 200 上県町瀬田バス停前 橋長 L＝35m　　上・下部工補強補修　１式

169,800 289,000 9,000 厳原町日吉、宮谷、天道茂
厳原小学校線改築工事、宮谷広場整備工事、裏笠渕通り美装
化工事、地域情報案内板設置事業

1,500 厳原町豆酘内院 木造平屋建１棟（２戸）解体

6,134 上県町佐須奈 旧対馬市消防署上県出張所庁舎解体工事

12,700 17,936 64 厳原町久田・豊玉町仁位 ４０㌧耐震性貯水槽建設工事２基分

13,000 0 豊玉町田 ４０㌧耐震性貯水槽建設工事

23,800 23,800 1,200 上対馬町豊 消防団拠点施設建設工事

17,230 上対馬町琴及び厳原町久和
南陽中学校教職員住宅解体　6棟
久和小学校教職員住宅解体　1棟

1,300 厳原町久根田舎
金網フェンス設置　Ｌ＝30ｍ
コンクリート擁壁　Ｖ＝11.5 

1,678 美津島町 知
オーディオミキサー、カセットデッキ、ワイヤレスチュー
ナー各1台　スピーカー　28台

5,072 厳原町小浦 既存屋根撤去、フッ素鋼板屋根張替　Ａ＝280㎡

237 美津島町 知 樹木伐採、校内電線２号柱支線取付

7,340 対馬市内各小学校 ＩＰ電話対応電話機設置　20校

85,400 154,439 48,544 厳原町天道茂 校舎耐震補強工事　4,512㎡

8,600 15,950 10 上対馬町比田勝 太陽光発電施設設置　10KW
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国　　費 県　　費

県　支　出　金
担当 事 業 費 国庫支出金

今年の工事予定表

工　　　　　事　　　　　名
分担金、
負担金、
その他

仁田小学校太陽光発電施設設置事業 教育委員会総務課 14,910 6,825

久田中学校放送設備改修工事 教育委員会総務課 1,697

矢立山古墳保存修理事業 文化財課 10,915 5,457 545

金田城跡保存修理事業 文化財課 6,000 3,000 300

対馬藩主宗家墓所保存修理事業 文化財課 5,480 2,740 274 215

金石城跡保存修理事業 文化財課 4,687 2,343 234

保床山古墳出土金属製品防錆保存事業 文化財課 998

海神神社宝物館環境整備事業 文化財課 2,110 1,056 105

峰総合運動公園陸上競技場改修工事 生涯学習課 18,600

厳原学校給食共同調理場屋根防水補修工事 教育委員会総務課 3,700

仁田地区統合簡易水道整備事業 水道課 224,000 110,000 57,000

東地区送水管布設替事業 水道課 5,500 2,750

尾浦簡易水道基幹改良事業 水道課 63,000 30,000 16,500
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（単位：千円）

工事箇所計 一般財源 工事内容市　債

8,000 14,825 85 上県町樫滝 太陽光発電施設設置　10KW

1,697 厳原町久田
久田中学校放送設備改修　音声調整卓一元　30局　柚卓　2台
リレーユニット　3台

6,002 4,913
厳原町下原：金田小学校
より西へ500㍍

墳丘整備(1号墳)石室修理・石列復元ほか、ネットフェンス設
置

3,300 2,700
美津島町黒瀬
※城山

遺構表示整備(2棟)、石塁保存管理(除草・清掃）

3,229 2,251
厳原町西里・今屋敷
※万松院

中御霊屋玉垣修理・石垣解体積み直し、発掘調査（庭園護岸
調査）

2,577 2,110
厳原町今屋敷：厳原幼稚
園・清水ヶ丘グランド一
帯

櫓門(石垣解体積み直し）、測量・実測(82㎡)

998
厳原町豆酘：豆酘中心部
の北およそ700㍍

保存処理（出土した銅鋺、太刀、耳環の青錆などを取り除
く）

1,161 949
峰町木坂
※海神神社

門扉と施錠を新調(宝物館の防犯体制の強化）

18,600 峰総合運動公園陸上競技場 トラック内舗装及びコースラインテープ張替え等

3,700 厳原町天道茂 既設アスファルト防水撤去、シート防水施工　223.1㎡

55,000 222,000 2,000
上県町飼所
現仁田浄水場付近

新仁田浄水場新設工（造成,原水槽,前処理装置,急速ろ過設備,浄水
井,薬品注入設備,管理棟）一式、配水管布設工 L=1,600m、附帯工
一式、給水管布設工 一式

2,750 2,750
美津島町芦浦
国道沿い

送水管布設工 L=290m

15,000 61,500 1,500 厳原町尾浦地区内
導水管布設工 L=300m、配水管布設工 L=1,053m
配水池築造工(V=50 ) 一式、給水管布設工 一式
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地域で活用できる補助金

新規ビジネス応援事業補助金
(担当：地域再生推進本部)

事業主体

市内に住所を有する個人又は団体

事業内容

地域課題の解決、地域資源活用による地域振興をめざす市内在住の個

人、団体に対し、新規雇用者の人件費、事業立ち上げ等の経費を一部支

援します。

補助対象事業

事務所開設費、初年度備品費、広報宣伝費、事務費及び通信費、人件

費、新商品開発費など

補助限度額

対象経費の2/3以内で補助金限度額は１００万円

補助要件

①市内在住の個人又は団体であること。

②１名以上の雇用があること。

③持続可能な事業と認められるもの。

その他

①地域課題を解決したり地域資源を活用するなど地域貢献度が高いサ

ービスを提供する事業。

②技術の継承・地域産業の発掘など地域力を高めるために必要と認め

られる事業。

③地域の資源を活用した対馬ならではの、または対馬発の新商品開発

事業。

のいずれか１つ以上を満たす必要があります。
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「わがまち元気創出」支援事業補助金
(担当：地域再生推進本部)

事業主体

市内の地区、及び市内で活動するNPO法人等

事業内容

市民自ら考え、自ら実践する人づくり、地域づくりに関する事業に対

し、一定の金額の範囲内で補助し、事業の支援を行ないます。

補助対象事業

市民特認事業、認可事業（地域資源活用促進事業・地域コミュニティ

強化事業・地域形成事業）

補助限度額

市民特認事業

承認事業費から特定財源を差し引いた額の全額とし、１００万円

を上限とします。

ただし、備品購入費がある場合は、補助対象備品購入費に係る事

業費の３分の１の補助金を加えた額の上限を１００万円とします。

認可事業

承認事業費から特定財源を差し引いた額に３／４を乗じた額と

し、５０万円を上限とします。

ただし、備品購入費がある場合は、補助対象備品購入費に係る事

業費の３分の１の補助金を加えた額の上限を５０万円とします。
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地域マネージャー制度事業補助金
(担当：地域再生推進本部)

事業主体

地区

事業内容

対馬市地域マネージャー制度において、将来に向けた地域づくりに取

り組む事業の中で、当該事業に応じた先進地調査を実施するものに対し、

一定の補助金を交付します。

補助対象事業

・新しい地域づくりの取り組みに向けた先進地調査

・地域資源等を活用した地場産品の発掘、開発に向けた先進地調査

・地域づくり計画書の策定に向けた先進地調査

補助限度額

補助金額は対馬市職員の旅費に関する条例に基づき算出した旅費の３

／４以内で、1地区３名以内です。

なお、複数区で先進地調査を実施する場合については、各地区1名以

内です。

補助要件

先進地調査に参加する者で市税等に係る納税義務を怠っている者がい

た場合は、補助金の算定から除外します。
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住宅用太陽光発電設備導入費補助金
(担当：市民生活部環境政策課自然環境推進室)

事業主体

市内に住所を有する個人

事業内容

当該年度の国の住宅用太陽光発電導入支援対策補助金の申込を受理さ

れた個人で、補助要件を満たした方に対して、設備費用の一部を補助し

ます。

補助対象事業

住宅用太陽光発電設備設置費

補助限度額

設備の出力1ｋｗあたり3万円、上限10万円

補助要件

①市内に住所を有する者、又は単身赴任等の事由により一時的に市内

に住所を有していない者で、生計を一にする家族が市内に住所を有

する者であること。

②市内にある住宅の所有者であって、設備を新たに設置する場合。(住

宅の用に供する部分と事業の用に供する部分が併用する住宅を含

む。)

③市内に住宅を借りている者であって、設備を新たに設置する場合。

(設備を設置することについてあらかじめ当該住宅の所有者に書面

による設置承諾を受けている者に限る。)

④市税等を滞納していないこと。

⑤電力会社と電灯契約及び余剰電力の受給契約を締結できる者である

こと。

⑥当該年度の４月１日以降に国の補助金の交付決定通知を受けている

こと。

その他

地球温暖化防止等に関する取り組への協力について

①設備に係る発電量、売電量、自家消費電力量の実績報告

②本市が実施している地球温暖化防止対策への協力

③設備を設置する業者の選定にあたっては、対馬市に所在する業者を

優先すること
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スポーツ活動振興補助金
(担当：教育委員会生涯学習課)

事業主体

対馬市の代表として県大会以上の大会へ参加する団体及び個人

事業内容

全島的に組織された体育・スポーツ団体等の大会において、上位大会

の出場権を得、対馬市の代表として県大会以上の大会へ参加する団体及

び個人に対し補助金を交付します。

補助対象事業

対馬市の代表として出場する、県大会以上の大会への参加旅費

補助限度額

県大会（大人） 算出旅費の1/2以内

県大会（子供） 算出旅費の2/3以内

九州大会以上（大人） 算出旅費の3/4以内

九州大会以上（子供） 算出旅費の4/5以内

補助要件

①全島的に組織された体育・スポーツ団体等の大会において、上位大

会の出場権を得、対馬市の代表として県大会以上の大会へ参加する

団体及び個人であること。

②長崎県中学校体育連盟が推薦する九州大会以上の大会へ参加する団

体及び個人であること。

③青少年スポーツの振興及び育成に関するものであること。

その他

①対馬市体育協会又は対馬市中学校体育連盟が派遣する県大会は補助

対象外になります。

②県大会については、成績・天候に関係なく１泊２日の行程旅費で算

出します。（往復の交通費及び1泊分の宿泊費という考え方です。）
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平成２１年度決算で見る財政状況

■平成２１年度末積立金(基金)現在高(普通会計)

５１億４，１５７万円(前年度３８億７，０３７万円)

市民１人あたりの積立金(基金)残高 １５万円

積立金(基金)の現在高は、前年度と比べると１２億７，１２０万円増加

しています。これは、合併振興基金、減債基金の増加によるものです。

市では、将来の財政負担軽減のため積み立て(貯金)をしています。

■平成２１年度末市債(借金)現在高(普通会計)

５５４億４，４４８万円(前年度５６９億１，２７５万円)

市民１人あたりの市債(借金)残高 １５９万円

※市債は、返済額の一部を国が補てんする場合がありますので、ここで掲載されて

いる金額が全て市民皆さんの負担になるとは限りません。

市債の現在高は、前年度と比べると１４億６，８２７万円減少していま

す。これは、新たな借入よりも返済が多いためです。

市では、市債発行額の抑制や繰上償還の実施により、将来の財政負担の

軽減に努めています。

■財政の健全性を判断するには
市の財政の健全性を判断する指標(指数、比率などの物差し)にはいろい

ろあります。分かりにくい指標ばかりですが、私たちの市の財政状況をし

っかり把握するために重要な指標です。市民自らが市の財政の健全性を判

断できるように指標の分かりやすい開示が求められています。

○平成１９年度決算から新たな財政指標が導入されました

自治体の財政破綻を未然に防ぐために、国では平成１９年度に財政健全

化法を定めました。

この法律は、新たな財政指標により、早期健全化と財政再建の２段階で

自治体の財政悪化をチェックするとともに、特別会計や公営企業会計も併

-61-



せた連結決算により、自治体の財政状況を明らかにしようとするものです。

この財政指標では、早期健全化基準(イエローカード)と財政再生基準(レ

ッドカード)が定められ、さらに水道事業や簡易水道事業などの公営企業

会計についても、個別に経営健全化基準(イエローカード)が定められてい

ます。

財政健全化法に基づき、全国の市町村では、平成１９年度決算からこれ

らの数値を公表し、平成２０年度決算から、これらの指標のいずれかが基

準を上回った自治体には、財政の健全化に向けた計画の策定など、さまざ

まな制約が課せられることになりました。

平成１９年度から２１年度の各年度決算に基づく算定の結果、対馬市で

はいずれの指標も早期健全化基準を下回る良好な数値となっています。

対馬市の、財政健全性について、平成２１年度決算をもとにこれらの指

標を含む主な財政指標をお示しし説明します。

■市の財政の健全性は(平成２１年度決算の数値をもとに)
以下のさまざまな指標をもとに判断すると、対馬市の財政状況は、おお

むね健全性を保っている状態といえます。しかし、財政健全化法による早

期健全化などの対象にはならないものの、地方交付税の変動によっては、

健全性を脅かす要素があります。今後とも、市債(借金)の発行額の抑制や

経常経費の見直しなどにより、財政状況の悪化を避け、引き続き健全な財

政運営を進めていきます。

○財政体力を示す「財政力指数」

(数値が大きい方が、より健全) 対馬市は ０．２０４

市の人口や面積に応じ標準的にかかるお金に対して、自主的な収入(税

金や各種使用料)がどの程度あるかを示す指標です。数値が「１」であれ

ば、１００％自主的な収入で市の運営ができることになります。対馬市は

０．２０４ですので、市の運営で自主的な収入で賄われる分は約２０％し

かないことが分かります。

○財政自由度のバロメーター「経常収支比率」

(数値が小さい方が、より健全) 対馬市は ８６．０％

税金や地方交付税など毎年決まって入ってくるお金(経常的な収入)に対

して、人件費や施設の維持費など毎年決まって出て行くお金(経常的な経

費)がどの程度の割合になるかを示す指標です。数値が「１００％」の場
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合、決まって入ってくるお金のすべてが決まった支出をして出て行くため、

その年に自由に使えるお金はゼロということになります。対馬市は「８６．

０％」ですので、自由に使えるお金は１４％程度となっています。

○普通会計の収支決算をチェックする「実質収支比率」

(数値が大きい方が、より健全) 対馬市は ２．５％

市の人口や面積などに応じ標準的にかかるお金に対して、その年の普通

会計決算により生じた実質収支額(収入から支出を差し引いた額)がどの程

度の割合になるかを示す指標です。収支決算が黒字であればプラス、赤字

であればマイナスとなり、その年の決算が健全であったかどうかをチェッ

クすることができます。財政健全化法では、「早期健全化基準」は財政規

模に応じマイナス１１．２５～１５％、「財政再生基準」はマイナス２０

％となります。対馬市はプラス２．５％となっています。

○全ての会計の収支決算をチェックする「連結実質収支比率」

(数値が大きい方が、より健全) 対馬市は ５．０％

市の人口や面積などに応じ標準的にかかるお金に対して、その年のすべ

ての会計の決算により生じた実質収支額(収入から支出を差し引いた額)が

どの程度の割合になるかを示す指標です。自治体の会計には、一般的な収

支を管理する一般会計の他に、水道事業や簡易水道事業などのの公営企業

会計、国民健康保険や介護保険などの事業に関する特別会計があります。

これらの会計の収支決算を民間企業の「連結決算」と同様に合計し、チェ

ックするためのものです。「実質収支比率」と同様、連結の収支決算が黒

字であればプラス、赤字であればマイナスとなります。

財政健全化法では、「早期健全化基準」は財政規模に応じマイナス１６．

２５～２０％、「財政再生基準」はマイナス４０％となります。対馬市は

プラス５．０％となっています。

○体力以上の借金負担がないかをチェックする「実質公債費比率」

(数値が小さい方が、より健全) 対馬市は １４．７％

税金や地方交付税など毎年決まって入ってくるお金(経常的な収入)に対

して、市債(借金)の返済にあてた経費(公債費)がどの程度の割合になるか

を示す指標です。一般会計、特別会計などすべての会計にわたり計算され、

借金返済の負担が多すぎないかをチェックすることができます。チェック

の目安として国が定めた基準により「１８％」以上になると、新たな借入

れ(市債の発行)に際し段階的に制約を受けることになります。また、財政
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健全化法では、「早期健全化基準」は２５％「財政再生基準」は３５％と

定められています。対馬市は１４．７％となっています。

○将来負担すべき実質的な負債をチェックする「将来負担比率」

(数値が小さい方が、より健全) 対馬市は １１０．９％

財政健全化法により新しく設けられた指標です。市の人口や面積などに

応じ標準的にかかるお金に対して、市債(借金)や債務負担(複数年にわた

り支払の予定があるもの)など全ての負債から積立金(基金)などを引いた

金額がどの程度の割合になるかを示す指標です。市債(借金)や債務負担に

は返済が将来発生するという仕組みがあり、将来、肩代わりする可能性の

ある第３セクターの債務なども考慮し、実質的な財政負担全体の状況を数

値として表すことができます。財政健全化法では、「早期健全化基準」は

３５０％と定められています。対馬市は１１０．９％となっています。

○公営企業会計の健全度合いをチェックする「資金不足比率」

(数値が大きい方が、より健全) 対馬市は ０．０～１．８％

財政健全化法により新しく設けられた指標です。水道事業や簡易水道事

業などの公営企業会計について、それぞれの実質収支額(収入から支出を

差し引いた額)を料金収入などの事業規模と比較して指標化します。「実質

収支比率」「連結実質収支比率」と同様、収支決算が黒字であればプラス、

赤字であればマイナスとなります。財政健全化法では、「経営健全化基準」

はマイナス２０％と定められています。

対馬市では、水道事業、簡易水道事業、旅客定期航路事業、風力発電事

業及び集落排水事業の５つの企業会計がありますが、いずれも赤字はあり

ません。
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市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
長崎県 対馬市

人 口

面 積

標準財政規模

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

35,724

708.84

19,711,660

33,344,121

32,333,149

492,991

人(H22.3.31現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

財政力
財政力指数 [0.20]

類似団体内順位

128/128
全国市町村平均

0.55
長崎県市町村平均

0.40
0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

0.20

1.10

0.45
0.460.460.450.42

H21H20H19H18H17

0.20

0.210.220.220.21

財政構造の弾力性
経常収支比率 [86.0%]

類似団体内順位

20/128
全国市町村平均

91.8
長崎県市町村平均

90.8

(%)

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

103.2

72.9

90.9

92.8
94.8

93.794.1

H21H20H19H18H17

86.088.4
92.8

96.798.2

人件費・物件費等の状況
人口1人当たり人件費・物件費等決算額[245,489円]

類似団体内順位

128/128
全国市町村平均

115,856
長崎県市町村平均

121,363

(円)

350,000

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

245,489

84,141

138,484
132,816132,082130,591

143,738

H21H20H19H18H17

245,489
236,922243,270247,683

276,916

給与水準 （国との比較）
ラスパイレス指数 [99.0]

類似団体内順位

105/128
全国市平均

98.8
全国町村平均

95.1
120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

102.8

74.9

96.2

95.695.895.6

95.7

H21H20H19H18H17

99.0

94.393.793.6

97.6

定員管理の状況
人口千人当たり職員数 [15.56人]

類似団体内順位

125/128
全国市町村平均

7.33
長崎県市町村平均

7.80

(人)

21.00

18.00

15.00

12.00

9.00

6.00

3.00

0.00

15.84

4.52

9.62
9.509.719.6010.23

H21H20H19H18H17

15.56

15.57
16.26

16.9617.32

公債費負担の状況
実質公債費比率 [14.7%]

類似団体内順位

50/128
全国市町村平均

11.2
長崎県市町村平均

13.6

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

36.8

7.0

15.7
16.416.5

17.416.3

H21H20H19H18H17

14.7

17.018.3

17.3
15.6

将来負担の状況
将来負担比率 [110.9%]

類似団体内順位

56/128
全国市町村平均

92.8
長崎県市町村平均

82.9

(%)

1500.0

1200.0

900.0

600.0

300.0

0.0

1091.1

24.7

123.1
142.1155.6

H21H20H19H18H17

110.9131.8151.1

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は

1月31日現在のもの

※グラフ内数値は

1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の

状況

給与水準

（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

対馬市
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

【財政力指数】

基幹産業である水産業の不況に加え、市内に中心となる産業がないことから人口の減少が続き、

極めて脆弱な財政基盤となっており、類似団体との比較では最下位に位置する。今後においても

税収の大きな伸びは期待できず、収納率の向上と使用料・手数料の見直しを図るとともに、行財

政改革大綱に基づく歳出の徹底した抑制により財政の健全化に努める。

【経常収支比率】

職員給の５％削減、市三役給の引き下げ及び事務職員の新規採用抑制などによる人件費の削

減、物件費及び公債費の抑制などにより、前年度より２．４％減少した。今後においても、事務費

の抑制により、物件費を中心とした経費の節減に努める。

【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】

類似団体中、最下位に位置しており、人口1人当たりで比較すれば高い行政コストとなっている。

これは、離島の険しい地勢により集落が点在するため、本庁、５ヶ所の地域活性化センター(支所)

及び５ヶ所の出張所があり、保育所、小･中学校数も多く人件費、物件費ともに他団体に比べ高額

【ラスパイレス指数】

職員給の５％削減により全国市平均と同レベルであるが、類似団体との比較では高い水準であ

る。今後においては、より一層の給与適正化に努める。

【将来負担比率】【実質公債費比率】

全国市町村平均との比較においては高い水準であるが、繰上償還の実施及び借入額の抑制に

よる地方債現在高の減少等により、類似団体とは同レベルとなっている。今後においても地方債

現在高の削減等により抑制に努める。

【人口千人当たりの職員数】

合併当初からの退職者不補充により職員数は年々減少しているが、類似団体と比較して大きく

上まわっているため、今後においても市民サービスを低下させないよう配慮しながら引き続き定員

適正化計画に基づき削減に努める。
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歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 長崎県 対馬市

経常収支比率の分析

人 口

面 積

標 準 財 政 規 模

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

35,724

708.84

19,711,660

33,344,121

32,333,149

492,991

人(H22.3.31現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

経常収支比率（合計）

H21類似団体内順位

20/128

全国市町村平均

91.8

長崎県市町村平均

90.8

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

103.2

72.9

90.9

92.8
94.8

93.794.1

H21H20H19H18H17

86.088.4

92.8

96.798.2

人件費

H21類似団体内順位

53/128

全国市町村平均

26.7

長崎県市町村平均

25.5

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

39.1

15.0

26.2
26.9

28.5

29.0
30.4

H21H20H19H18H17

25.326.326.0

29.9
31.1

物件費

H21類似団体内順位

86/128

全国市町村平均

13.0

長崎県市町村平均

11.7

(%)

21.0

18.0

15.0

12.0

9.0

6.0

3.0

17.8

5.8

11.511.611.511.411.4

H21H20H19H18H17

12.2
12.512.912.8

14.0

扶助費

H21類似団体内順位

26/128

全国市町村平均

9.6

長崎県市町村平均

9.3

(%)

18.0

15.0

12.0

9.0

6.0

3.0

0.0

14.9

3.5

7.2
7.37.47.57.2

H21H20H19H18H17

5.35.55.55.85.4

その他

H21類似団体内順位

3/128

全国市町村平均

12.1

長崎県市町村平均

11.5

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

21.1

4.5

13.3
13.012.8

11.812.5

H21H20H19H18H17

6.6
6.26.76.66.8

補助費等

H21類似団体内順位

10/128

全国市町村平均

10.5

長崎県市町村平均

8.7

(%)

30.0

20.0

10.0

0.0

24.9

1.2

11.1
11.411.411.411.4

H21H20H19H18H17

5.0
4.44.85.05.9

公債費

H21類似団体内順位

122/128

全国市町村平均

19.9

長崎県市町村平均

24.1

(%)

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

34.4

9.6

21.622.623.222.621.2

H21H20H19H18H17

31.6

33.5
36.936.6

35.0

公債費以外

H21類似団体内順位

2/128

全国市町村平均

71.9

長崎県市町村平均

66.7

(%)

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

83.9

47.9

69.3
70.271.671.1

72.9

H21H20H19H18H17

54.454.955.9

60.1
63.2

経常収支比率（合計）

人件費

物件費

扶助費

その他

補助費等

公債費

公債費以外

類似団体平均

対馬市

※１ 本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ 類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

職員給の５％削減、市三役給の引き下げ及び事務職員の新規採用抑制などによる人件費の削減、物件費及び公債費の抑制などにより、

前年度より２．４％減少した。今後においても、事務費の抑制により、物件費を中心とした経費の節減に努める。

【人件費】

人件費に係る経常収支比率は、類似団体平均に比べやや低い程度であるが、人口1人当たりの決算額は類似団体平均を大きく上まわっ

ている。退職者不補充により職員数の削減や職員給５％カット等による人件費の抑制に努めているが、今後も、定員適正化計画に基づい

た職員数の削減により人件費の抑制に努める。

【物件費】

物件費に係る経常収支比率が類似団体平均に比べ高くなっている要因としては、職員旅費、需用費における燃料費などの離島であるが

ための経費、及び、ゴミ処理施設の運営管理費委託料、スクールバス運行委託料などの地理的要因による経費などによる。これらの経費

の削減にも限界があるため、他の事務事業経費の節減によりさらなる行政コストの削減に努める。

【扶助費】

扶助費に係る経常収支比率は、類似団体平均を下まわっているが、生活保護費に関しては類似団体の２倍以上の費用負担となっており、

この上昇傾向は地域経済の悪化によりさらに強まっていることから、地域経済の安定対策に努める。

【公債費】

合併町の地方債を引き継いだことにより、地方債現在高が増加した影響で地方債の元利償還金が膨らんでおり、公債費に係る経常収支

比率は類似団体平均を大きく上まわっている。普通交付税の基準財政需要額に算入された元利償還額を差し引いても人口1人当たりの決

算額は類似団体平均を上まわっており公債費の負担は他の経費に比べ非常に突出したものとなっている。そのため地方債の新規発行を

伴う建設事業を圧縮し、地方債発行額を抑制するとともに、計画的な繰上償還を実施していく。

【補助費等】

補助費等のうち、補助交付金及びその他に係る人口1人当たりの決算額が類似団体平均を上まわっているのは、補助交付金では離島漁

業再生交付金、その他では長崎県病院企業団負担金が多額になっているためである。補助費等全体では、各種団体への運営費補助金の

削減にも限度があるため前年度より０．６％上まわった。今後においても可能な限り補助金の見直しを行い抑制に努める。
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